
企業会計ナビ ダイジェスト

当法人ウェブサイト内の「企業会計ナビ」が発信し
ているナレッジの一つである解説シリーズを取り上
げ、紹介します。今回は「解説シリーズ「継続企業の
前提に関する開示」」の一部を編集し、紹介します。

企業の作成する財務諸表は、企業が予測し得る将来
にわたって継続して事業活動を行う継続企業の前提に
基づいていますが、企業はさまざまなリスクにさらさ
れて事業活動を営んでおり、将来にわたって事業活動
を継続できるかどうかは確実なものではありません。
そこで、貸借対照表日において、単独で又は複合し
て継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事
象又は状況が存在する場合であって、当該事象又は状
況を解消し、又は改善するための対応をしてもなお継続
企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合
は、下記のステップに従い継続企業の前提に関する事

項を財務諸表に注記することとされています（＜図1＞
参照）。

1. 重要な疑義を生じさせるような事象又は状況
単独で又は複合して継続企業の前提に重要な疑義を
生じさせるような事象又は状況の具体的な例として、
右ページ＜表1＞の項目が挙げられています（監査･
保証実務委員会報告第74号「継続企業の前提に関する
開示について」以下、監保報74号）。
前述の項目は例示列挙であり、実際には企業の規模
や業種、金額的重要性や質的重要性を加味して判断す
べき事項もあります。

2. 経営者による評価の実施と対応策の検討
＜Step1＞
前述の例示項目が発生した場合には、当該事項が、
継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象
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Ⅱ　財務諸表への注記の検討

▶図1　継続企業の前提に関する注記のステップ
＜Step1＞ ＜Step2＞ ＜Step3＞

有価証券報告書の「事業等のリスク」、
「財政状態、経営成績及びキャッシュ・
フローの状況の分析」に記載

貸借対照表日において
継続企業の前提に重要
な疑義を生じさせるよう
な事象又は状況が存在

「継続企業の前提に関する注記」を
記載

貸借対照表日後も重要
な不確実性が存在

当該事象又は状況を解消、
又は改善するための対応
を行ってもなお、重要な
不確実性が存在
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又は状況に該当するかどうかを検討する必要がありま
す。これらの例示項目は、単独で発生するとは限らず、
複数の項目が密接に関連して発生することも多く、継
続企業の前提の評価の過程においては総合的に判断す
る必要があります。

＜Step2＞
Step1の判断の結果、当該事象又は状況が継続企業
の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況
に該当する場合、次にこれを解消し、又は改善するた
めの対応策を検討する必要があります。

＜Step3＞
重要な不確実性が貸借対照表日後も残っている場合
には、継続企業の前提の注記を行うことになります。
なお、貸借対照表日後において、継続企業の前提に重
要な疑義を生じさせるような事象又は状況が解消し、
又は改善したため、継続企業の前提に関する重要な不
確実性が認められなくなったときには、継続企業の前
提に関する注記を行う必要はありません。この場合に
は、当該継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよ
うな事象又は状況を解消し、又は改善するために実施
した対応策が、後述Ⅲ 2.の重要な後発事象として注
記対象となることも考えられます。

1. 継続企業の前提に関する注記
継続企業の前提に関する注記を行う場合、次の事項
を財務諸表に注記することとされています（監保報

74号7）。

2. 後発事象の場合
貸借対照表日後に継続企業の前提に重要な疑義を生
じさせるような事象又は状況が発生した場合であって、
当該事象又は状況を解消又は改善するための対応をし
てもなお、継続企業の前提に関する重要な不確実性が
認められ、翌事業年度以降の財政状態、経営成績及び
キャッシュ・フローの状況に重要な影響を及ぼすとき
は、重要な後発事象として、以下の事項を財務諸表に
注記することとされています（監保報74号7）。

3. リスク情報の記載
有価証券報告書提出企業の場合は、リスク情報の記
載として下記が求められています。

お問い合わせ先
EY新日本有限責任監査法人
E-mail：chikako.urata@jp.ey.com

Ⅲ　何を注記するのか

▶表1　重要な疑義を生じさせるような事象又は状況
の例 ①継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事

象又は状況が存在する旨及びその内容
②当該事象又は状況を解消し、又は改善するための対
応策

③重要な不確実性が認められる旨及びその理由
④財務諸表は継続企業を前提として作成されており、
当該重要な不確実性の影響を財務諸表に反映してい
ない旨

①当該事象又は状況が発生した旨及びその内容
②当該事象又は状況を解消し、又は改善するための対
応策

③継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ
る旨及びその理由

①「事業等のリスク｣
継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような
事象又は状況、その他会社の経営に重要な影響を及
ぼす事象（重要事象等）が存在する場合にはその旨、
その内容
②「財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状
況の分析」（MD&A）
｢事業等のリスク｣において、リスク情報として

重要事象等を記載した場合、｢当該事象についての
分析・検討内容及び当該重要事象等を解消し、又は
改善するための対応策｣

財務指標関係

• 売上高の著しい減少
• 継続的な営業損失の発生又は営業キャッシュ・フローの
マイナス

• 重要な営業損失、経常損失又は当期純損失の計上
• 重要なマイナスの営業キャッシュ・フローの計上
• 債務超過

財務活動関係

• 営業債務の返済の困難性
• 借入金の返済条項の不履行又は履行の困難性
• 社債等の償還の困難性
• 新たな資金調達の困難性
• 債務免除の要請
• 売却を予定している重要な資産の処分の困難性
• 配当優先株式に対する配当の遅延又は中止

営業活動関係

• 主要な仕入先からの与信又は取引継続の拒絶
• 重要な市場又は得意先の喪失
• 事業活動に不可欠な重要な権利の失効
• 事業活動に不可欠な人材の流出
• 事業活動に不可欠な重要な資産のき損、喪失又は処分
• 法令に基づく重要な事業の制約

その他 • 巨額な損害賠償金の負担の可能性
• ブランド・イメージの著しい悪化

▶ 企業会計ナビURL
www.shinnihon.or.jp/corporate-accounting

詳細をご覧になりたい方は、各種検索サイトで
「企業会計ナビ」と入力し、検索してください。
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